
-租税法 -       

  

 1

速報重要判例解説 

【No.2004-025】  

 

 

【文献番号】 ２８０９２３５９ 

【文献種別】  判決／最高裁判所第三小法廷（上告審）  

【判決年月日】  平成１６年 ９月 ７日  

【事件番号】 平成１０年（行ツ）第７７号 
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【参照法令】  所得税法１８３条  

 国税通則法１５条  
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《本件判決についての解説》  
１．事実の概要 
（１）本件は，Ｘ会社がＹ税務署長に対し，Ｙ税務署長から受けた平成元年１０月から同３年９月
までの期間に係る源泉徴収による所得税（以下「源泉所得税」という。）の納税の告知（以下「本
件納税告知」という。）並びにこれらの納税の告知に係る源泉所得税の不納付加算税の賦課決定
（以下「本件賦課決定」という。）の各取消しを求める事案である。 

（２）Ａ（Ｘ会社代表者）は，昭和６２年１１月１０日，株式会社Ｂから２億６，２５０万円を借
り入れ（以下，この借入れを「本件借入れ」といい，本件借入れに係る金員を「本件借入金」
という。），これを資金としてＣ株式会社の株式１００株（以下「本件株式」という。）を購入し
た。 

   Ｘ会社は，株式会社Ｂに対し，Ａに代わって本件借入金の利息を支払った（以下，このよう
にして支払われた利息を「本件支払利息」という。）。Ｘ会社は，株式会社Ｂに対し，平成元年
１０月１日から同２年９月３０日までの事業年度及び同年１０月１日から同３年９月３０日ま
での事業年度中に本件支払利息として，同元年１１月１０日に３５３万４，０４０円を，同２
年２月１９日に４５３万０，８２１円を，同年５月１４日に４８９万６，１６４円を，同年８
月１０日に４８４万２，９４５円を，同３年９月３０日に１，５３６万５，７８６円をそれぞ
れ支払った。本件支払利息につき，ＡとＸ会社との間で返済が合意された事実は認められない。 

（３）東京国税局査察部は，平成元年４月にＸ会社に対し強制調査を行った際，昭和６２年１０月
１日から同６３年９月３０日までの事業年度中に支払われた本件支払利息１２７１万０，４２
４円はＸ会社からＡに対する同支払相当額の経済的利益の供与であって，Ａに対する法人税法
３５条４項にいう臨時的な給与の支給であり，同条１項所定の賞与の支給に該当すると考えて
いたが，Ｘ会社がこれをＡに対する貸付金として処理してほしい旨要請したことから，この要
請を了解し，Ｘ会社に対し，上記金員をＡに対する貸付金として修正申告するよう促した。 

（４）ところが，Ｘ会社は，昭和６３年１０月１日から平成元年９月３０日までの事業年度，同年
１０月１日から同２年９月３０日までの事業年度及び同年１０月１日から同３年９月３０日ま
での事業年度の各法人税の確定申告において，本件株式及び本件借入金がＸ会社に帰属するも
のであるとして，本件支払利息を損金に算入して申告した。 

（５）Ｙ税務署長は，本件株式及び本件借入金がＡ個人に帰属するものであり，本件支払利息とＸ
会社が負担した租税公課（本件借入れに係る印紙税及び本件株式に対する配当金に係る源泉税）
の合計額からＸ会社が受領した本件株式に対する配当金を控除した金額をＡに対し無利息で貸
し付けたもの（以下，この貸付けを「本件貸付け」といい，これに係る金員を「本件貸付金」
という。）と判断し，Ｘ会社に対し，平成４年１１月２７日付けで，〔１〕本件支払利息を損金
に算入することを否認して，上記各事業年度の法人税につき更正処分をするとともに，〔２〕本
件貸付金に対する利息相当額（各事業年度末における本件貸付金残額合計を翌事業年度におけ
る元本として，年５．５％の利率で算定したもの。各事業年度においてＸ会社が負担した印紙
税及び本件株式に対する配当金に係る源泉税の合計額は，Ｘ会社が同事業年度に受領した本件
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株式に対する配当金の合計額より少ない。）はＡに対する役員報酬に当たるにもかかわらず，Ｘ
会社がこれに対する所得税を源泉徴収していないとして，本件納税告知及び本件賦課決定をし
た。 

（６）第一審判決（東京地裁平成７年（行ウ）第５４号・平成９年１月２９日判決・ＬＥＸ／ＤＢ
２８０３１８４７）は，本件株式及びその購入のための本件借入金はＡ個人に帰属するもので
あるとした上，Ｘ会社が支払った本件支払利息は，同金員につきＡによる返済の合意が認めら
れないことから，Ｘ会社のＡに対する貸付金ではなく，原因たる貸付金が存在しない以上，当
該貸付金に係る利息も発生しないとして，これを役員賞与の支給と認定した本件納税告知及び
本件賦課決定を取り消すべきものとした。 

   Ｙ税務署長は，控訴して，貸付金の存在を主張したほか，少なくとも，Ｘ会社がＢ会社に本
件借入金の利息を支払った平成元年１１月分，同２年２月分，同年５月分，同年８月分及び同
３年９月分の納税告知については，客観的に成立し確定している源泉所得税の納税義務（源泉
徴収義務）の額の範囲内にあって，適法である旨主張した。 

   しかし，控訴審判決（東京高裁平成９年（行コ）第２２号・平成９年１１月２０日判決・Ｌ
ＥＸ／ＤＢ２８０３１８４６）は，Ｙ税務署長の主張を採用せず，控訴を棄却した。 

   そこで，Ｙ税務署長は，上告した。 
 
２．判決の要旨 
  本件における事実関係等によれば，Ｙ税務署長は，前記１の経緯から，Ｘ会社がＡに対して本
件貸付金に対する利息相当額の経済的利益を供与したものとし，これがＸ会社のＡに対する給与
等（役員報酬）の支払に当たるものとして本件納税告知及び本件賦課決定をしたというのであり，
その実質は，Ｘ会社がＡに代わって本件支払利息を支払ったことによりＡがＸ会社から受けた同
額の給与等（賞与）に当たる経済的利益のうち本件貸付金に対する利息相当額の限度でＸ会社に
対し源泉徴収税の納税義務の履行を請求するにとどめたものというべきである。本件納税告知の
前提となる源泉所得税の納税義務は，Ｘ会社がＡに代わって本件支払利息を支払った時点で成立
し，同時に納付すべき税額も自動的に確定していたのであり，その内容は，原審が判断したとお
りであって，Ｘ会社には自明のことであったというべきところ，納税の告知は，書式が定められ
た納税告知書をもってされるのであり，平成元年１１月分，同２年２月分，同年５月分，同年８
月分及び同３年９月分に係る本件納税告知については，Ｙ税務署長が本件納税告知によりＸ会社
に対して納税義務の履行として実際に請求した金額は，上記のとおり納税義務が客観的に成立し
税額が自動的に確定していた源泉所得税の金額に包含されるものである上，納税告知書に記載さ
れた所得の種類にも食い違いはみられない。 
  以上の事実関係の下においては，本件納税告知及び本件賦課決定は，Ｘ会社が本件支払利息を
支払った年月及びその額が一致する限度で適法であるというべきである。 
 以上によれば，平成元年１１月分，同２年２月分，同年５月分，同年８月分及び同３年９月分に
係る本件納税告知は適法であり，同２年２月分，同年５月分，同年８月分及び同３年９月分に係
る本件賦課決定も適法であるということになる。 
  以上と異なる見解の下に，上記各処分が違法であるとしてＸ会社の請求を認容すべきものとし
た原審の判断には，判決に影響を及ぼすことが明らかな法令の違反がある。論旨はこの趣旨をい
うものとして理由があり，原判決中上記部分は破棄を免れない。そして，以上説示したところに
よれば，上記部分に関するＸ会社の請求は理由がないから，同部分に関する第一審判決を取り消
し，同請求を棄却すべきである。 
 
３．本件判決についてのコメント  
  判旨に賛成する。 
（１）本件判決は，要するに，本件納税告知については，Ｙ税務署長が本件納税告知によりＸ会社
に対して納税義務の履行として実際に請求した金額は，納税義務が客観的に成立し税額が自動
的に確定した源泉所得税の金額に包含されるものである上，納税告知書に記載された所得の種
類にも食い違いはみられず，本件納税告知及び本件賦課決定は，Ｘ会社が本件支払利息を支払
った年月及びその額が一致する限度で適法であるとしたものである。 

   なお，本件の理解を妨げるのは，利息という用語が多く出てくるところにあり，①Ｙ税務署
長が主張する本件貸付金の成立原因が，Ｘ会社がＢ会社に支払った本件借入金に対する支払利
息相当額であり，また，②Ｙ税務署長が主張する役員給与は，当該貸付金の利息相当額であっ
て，それは本来ＡがＸ会社に対し支払うべき利息相当の経済的利益というのであり，さらに，
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③本件判決が採り上げた支払利息は，Ｘ会社がＢ会社に支払った本件借入金に対する支払利息
相当額であって，いまだＹ税務署長が本件貸付金の元本として主張するに至っていないが，翌
年度以降の課税関係においては，本件貸付金の成立原因（元本）となるべき金額であったとい
うことであり，判文を読む上で，注意深くこれらを区別して読み解く必要がある。 

   また，本件の理論展開に関係があるわけではないが，本件の事実関係をイメージする上で参
考となる事情として，Ｃ株は１株が２５５万円の値がさ株であり，問題となった１００株の購
入金額は２億５，５００万円，Ｂ会社からの本件借入金は２億６，２５０万円であること，本
件では採り上げていないが，本件と同じ時期に，別途，Ｘ会社がＣ株を同じ値段で取得し，Ｂ
会社から同額の借入金をしていることを申し添える。 

   つまり，Ｘ会社とＡは，リスクのあるＣ株取引をそれぞれ１００株ずつ購入することで，リ
スクないし利益を分け合っていたのである。 

   さらに，本件株式及び本件借入金の帰属については，Ｘ会社とＹ税務署長との間で別訴（前
訴）があり，本件借入金はＡが借り入れたものとの判決（第１審・東京地裁平成６年２月２２
日判決・ＬＥＸ／ＤＢ２２００８４０６及び控訴審・東京高裁平成６年１０月２７日判決・Ｌ
ＥＸ／ＤＢ２８０１１１６１）が確定していたことを付け加えておこう。 

 
（２）次に，本件判決を読み解く上で，源泉所得税に係る納税告知の性質及び源泉所得税の納税義
務（源泉徴収義務）の成立及び確定に関する理解が前提となる。 

   源泉徴収の対象となる所得の支払をする者は，その所得の支払の際に所得税を徴収して国に
納付する義務を負う。この源泉徴収義務は，納税義務の一態様として構成されている。源泉徴
収義務について定めた所得税法６条は，一般の納税義務について定めた５条とともに，第２章
納税義務の章に納められている。また，国税通則法２条５号では，「納税者」のうちに「源泉徴
収による国税を徴収して国に納付しなければならない者」を含め，源泉徴収を受ける受給者を
除外することとしている。したがって，源泉徴収義務者は，国税の徴収機関でもなければ，受
給者の代理人でもなく，受給者のために事務管理を行うものでもないのである。 

   この納税義務は，所得の支払の時に成立し，その成立と同時に特別の手続を要しないで納付
すべき税額が確定するものとされている（国税通則法１５条３項２号）。このことは，国税通則
法１５条の規定をまつまでもなく，源泉徴収制度の当然の前提として，法の予定するところと
されている。 

   源泉徴収制度においては，源泉所得税は，源泉徴収義務者の自発的な納付により，国庫に納
付されるのが原則である。源泉徴収義務者がこの納付義務を履行しないときは，税務署長は，
源泉徴収義務者に対し，当該所得の支払と同時に確定した税額を示して納税の告知（国税通則
法３６条）をし，さらに督促を経て，滞納処分をなすべきものとされる。 

   この納税告知の性質については，税額の確定した国税債権につき，納期限を指定して納税義
務者等に履行を請求する行為，すなわち徴収処分であるが，納税告知は，前記のように自動的
に確定した税額がいくらであるかについての税務署長の意見が初めて公にされるものであるか
ら，源泉徴収義務者がこれと意見を異にするときは，これを争って，異議申立て，審査請求や
抗告訴訟を提起することができるのである（最高裁昭和４３年（オ）第２５８号・昭和４５年
１２月２４日第一小法廷判決・ＬＥＸ／ＤＢ２１０３５０４０参照）。 

 
（３）国税通則法３６条２項は，「納税の告知は，税務署長が，政令で定めるところにより，納付す
べき税額，納期限及び納付場所を記載した納税告知書を送達して行う」と規定し，これを受け
た国税通則法施行令４３条（平成１２年政令３０７号による改正前のもの）及び国税通則法施
行規則（平成１４年財務省令第２０号による改正前のもの）５条１項により定められた納税告
知書の書式である同施行規則別紙第２号書式には，納付すべき税額に加え，「納付の目的」，「納
期限」，「納付場所」等の記載欄があるが，支払事実の発生時ごとに成立，確定する個々の源泉
所得税の納税義務を識別するに足りる事項の記載欄はない。 

 
（４）さて，本論に入ろう。 
   本件における主要な論点は，源泉所得税の納税告知につき処分の同一性の範囲をどのように
理解するか，言い換えると，同処分取消訴訟における審理の対象（訴訟物）をどのように把握
するかの問題である。 

  ａ 原審は，上記事実関係等の下で次のとおり判断し，本件納税告知及び本件賦課決定の取消
しを求めたＸ会社の請求を認容した第１審判決を是認し，これに対するＹ税務署長の控訴を
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棄却した。 
    「源泉所得税の納税義務は，源泉所得税発生の原因である給与等の支払事実ごとに発生し，

納税の告知は，その額が自動的に確定した源泉所得税の納税義務及びその額を示すものであ
る。したがって，納税の告知は，源泉所得税発生の原因である給与等の支払事実が存在しな
い場合には違法となるものと解すべきである。そして，所得の種類及び法定納期限を同じく
する他の源泉所得税の存在が認められるからといって，その支払事実が当該納税の告知の前
提とされた支払事実と基本的事実関係を同じくするものでない限り，金額が重なり合う限度
で当該納税の告知が適法となるものではない。 

    Ｙ税務署長は，前記１（５）のとおりＡに対する無利息の貸付けがあったものととらえ，
これに対する利息相当額をＡに対する役員報酬であるとして本件納税告知を行ったものであ
るが，本件支払利息の性質は，同金員につき返済の合意が認められないことからＸ会社のＡ
に対する貸付金ではなく，Ｘ会社からＡに対する同支払相当額の経済的利益の供与であって，
Ａに対する法人税法３５条４項にいう臨時的な給与の支給であり，同条１項所定の賞与の支
給に該当する。このように本件貸付けの存在は認められず，その利息相当額の役員報酬も存
在しない。また，上記のとおり本件支払利息はＡに対する賞与であり，Ｙ税務署長の認定し
た役員報酬と同じ給与所得に属するものではあるが，基本的事実関係は全く異なる。 

    したがって，本件納税告知及びこれを前提とする本件賦課決定は違法である。」 
    要するに，原審は，納税告知について，納付期限だけではなく，納税義務の発生原因を個々

的にとらえ，受給者，所得の種類，その支払時期ごとに分別してとらえ，１個の納税告知に
より多数の納税義務について履行を請求しているものととらえたのである。 

  ｂ これに対し，Ｙ税務署長は，次のように主張した。 
    「所得の種類と法定納期限を同じくする源泉所得税の納付義務は一個の納付義務である。 
    すなわち，所得税法上，源泉所得税は，給与等の支払事実によって納付すべき税額が自動

的に確定する国税であり，納税告知処分は，すでに発生した国税債権につき，納期限等を指
定してその納付を命じる徴収処分であるところ，支払者は，支払事実ごとに確定した所得税
相当額を，その徴収の日の属する月の翌月１０日を納期限として納付しなければならないと
されている。しかし，納期限は，個々の支払事実ごとではなく，月ごとに定められ，同じ月
に発生した源泉所得税はその支払事実を問わず一括した扱いを受け，源泉所得税に係る延滞
税についても，その支払事実とは無関係に，その全体額のうちの未納の税額を対象とし，こ
れについて法定納期限の翌日を始期として延滞税が発生するとされているのである。源泉所
得税に係る納税告知処分及び不納付加算税の賦課決定処分の実務の扱いも，所得の種類別，
支払月（納期限）別に行われ，納税告知処分の通知書にも，その金額的範囲，すなわちその
合計額が記載されるのであり，個々の支払事実ごとに源泉所得税の金額が記載されるのでは
ない。この実務の扱いは，所得の種類ごと，支払月（法定納期限）ごとに成立した源泉所得
税の納付義務が，最小単位となることを前提にしたものであり，所得の種類及び法定納期限
を同じくする源泉所得税について，一個の納付義務を負担することを裏付けるものである。
納税告知処分は，一個の処分として，抗告訴訟の対象となり，個々の支払原因事実の存否や
範囲等は右訴訟の前提問題とされていることも考慮されるべきである。」 

 
  ｃ 筆者は，源泉所得税の納付義務は法定納期限を単位として１個成立するものと解している。 
    原審のように，源泉所得税の納付義務をその発生原因となる個々の所得の支払のを単位と

して把握するものとすると，次のような不都合が生じる。 
    利子等，配当等の発生源泉である預金や株式には，それぞれ取引名義人や株主名簿上の表

示があるが，実体的には名義人以外の者に帰属している場合があり得る。しかし，それが実
体的には誰に帰属するにせよ，利子等，配当等が支払われる限り，源泉所得税の納付義務が
派生することには変わりがないのであるから，源泉徴収の場面では，支払者においても税務
官庁においても，その実体的帰属者には関心がないのであり，要するに，その名義による預
金や株式の権利者に対して支払われた利子等，配当等について源泉徴収を行うということで
事足りるのである。 

    次に，法定納期限を同一にする全体としての源泉所得税の納付義務について，一部の履行
があった場合，個々の源泉所得税の納付義務のいずれについて履行があったのか特定するこ
とができない。民法は，複数の債務について一部の弁済があった場合には，当事者の指定に
よる充当，法定充当を規定しているが，税法には，そのような規定を欠いている。源泉徴収
においては，支払者が所得税を天引きしていながら，これを国庫に納付しないケースもまま
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見られるのであって，このような場合に，支払者がその充当順序を指定するというのでは，
受給者はたまったものではない。したがって，支払者（源泉徴収義務者）において，個々の
源泉所得税の納付義務の全体を自己の１個の債務としてとらえた上，その一部の履行をして
いるに過ぎないと構成するほかないのである。そして，いずれの所得について一部納付があ
ったと解するにせよ，延滞税の計算等に格別の不利益はないし，不納付加算税の計算におい
ても，法定納期限を単位として１個の不納付加算税が課される仕組みとなっている（国税通
則法６７条）。 

    なお，受給者に対する関係においては，源泉所得税は源泉徴収義務者がこれを国に納付す
べき日に納付があったものとみなしているし（所得税法２２３条），確定申告の場面において
も，源泉徴収されるべき所得税額を算出税額額から控除する（同法１２０条１項５号）こと
により，源泉徴収義務者の義務不履行による不利益から免れる仕組みとなっている。 

    結局，源泉所得税の納税告知につき処分の同一性ないし同処分取消訴訟における審理の対
象（訴訟物）としては，法定納期限を単位として１個成立する源泉所得税の納付義務と考え
ておきたい。なお，実際の納税告知書の書式においては，法令の規定にかかわらず，所得の
種類について記載する取扱いとなっている。このため，所得の種類を主張の制限としてとら
える見解があり得るが，この取扱いは，処分の対象を処分の相手方に分かりやすくするため
の便宜的措置であって，筆者としては，上述した理由から消極に解したい。このように解す
ることで，所得税，法人税，消費税等について，課税年分，事業年度又は課税期間を単位と
して１個の納税義務が成立し，更正処分は１個の納税義務を単位に行われ，更正処分取消訴
訟においては，いわゆる総額主義ないし税額基準によって規律される（最高裁昭和３９年（行
ツ）第６５号・昭和４２年９月１２日第三小法廷判決・ＬＥＸ／ＤＢ２１０２６３４０，最
高裁昭和４８年（行ツ）第９４号・昭和４９年４月１８日第一小法廷判決・ＬＥＸ／ＤＢ２
１０４６０１０参照）こととも平仄が合うのである。 

 
【参考】本件控訴審判決について，次の評釈がある。 
  品川芳宣，久保田英俊・ＴＫＣ税研情報８巻１号１９～３３頁（１９９９年２月） 
  木村弘之亮・ジュリスト１１８３号１８５～１８９頁（２０００年８月１・１５日）  
  森康博・税経通信５８巻２号１６５～１７４頁（２００３年２月） 

（平成１６年１２月８日）     
著者：税理士 荻野 豊  

    
  

 


